
 

事 業 を 開 始 す る ま で の 流 れ 

●就労訓練事業を行うに当たっては、事業所ごとに、その所在地を管轄する都道府県知事（事業所が指

定都市及び中核市にある場合は、指定都市又は中核市の長）の認定を受けることが必要です。 

●認定の申請を行う際は、申請書に所定の書類を添付して自治体に提出します。申請後の一連の流れ

は次のとおりです。なお、申請の詳細は自治体までお問い合わせください。 

 

申請 審査 

 

認定 自立相談支援機関 
からのあっせん 

事業 
開始 

認定基準の内容 

●認定基準の内容は以下のとおりです。なお、「生活困窮者自立支援法に基づく認定就労訓練事業の実施に関するガイドライン」

（以下「ガイドライン」）は、認定基準を補足し、認定を受けた事業者が遵守すべき事項を定めたものですので、併せてご参照ください。 

（１）就労訓練事業者に関する要件 

➊法人格を有すること 

➋就労訓練事業を健全に遂行するに足りる施設、人員及び財政的基礎を有すること 

➌自立相談支援機関のあっせんに応じ生活困窮者を受け入れること 

➍就労訓練事業の実施状況に関する情報の公開について必要な措置を講じること 

➎次のいずれにも該当しない者であること 

㋐生活困窮者自立支援法その他の社会福祉に関する法律又は労働基準に関する法律の規定により、罰金

以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して 5 年を

経過しない者 

㋑就労訓練事業の認定の取消しを受け、当該取消しの日から起算して 5年を経過しない者 

㋒暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団員若しくは暴力団員でなくなった

日から 5 年を経過しない者（以下「暴力団員等」）がその事業活動を支配する者又は暴力団員等をその業務

に従事させ、若しくは当該業務の補助者として使用するおそれのある者 等 

（２）就労等の支援に関する要件 

●就労訓練事業を利用する生活困窮者に対し、就労の機会を提供するとともに、就労等の支援のため、次に掲げる

措置を講じること 

➊➋に掲げる就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する就労等の支援に関する措置に係る責任者を配置するこ

と 

➋就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する就労等の支援に関する措置として、次に掲げるものを行うこと 

㋐就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する就労等の支援に関する計画を策定すること 

㋑就労訓練事業を利用する生活困窮者の就労等の状況を把握し、必要な相談、指導及び助言を行うこと 

㋒自立相談支援機関その他の関係者と連絡調整を行うこと 

㋓アからウまでに掲げるもののほか、就労訓練事業を利用する生活困窮者に対する支援について必要な措

置を講じること 

（３）安全衛生に関する要件 

●非雇用型の利用者の安全衛生その他の作業条件について、労働基準法及び労働安全衛生法の規定に準ずる

取扱いをすること 

（４）災害補償に関する要件 

●非雇用型の利用者が就労訓練事業において災害を被った場合の補償のために、必要な措置を講じること 



 

就労訓練事業は、民間事業者の自主事業であり、また、自立的な実施を促す観点から、運営費について自治体か

ら補助を行うことはありません。ただし、固定資産税や不動産取得税等の非課税措置（１／２）、自治体による商品等

の優先発注等の支援が実施されます。 

また、就労開始後も事業者に任せっきりにするのではなく、自立相談支援機関がしっかりフォローしますので、ご安

心ください。 

※固定資産税、不動産取得税の非課税措置については、社会福祉法人や消費生活協同組合など（NPO 法人、株式会社は含まれません。）が 10 名以上の生

活困窮者を受け入れ、第 2 種社会福祉事業として実施する場合に限られます。 

 

よくある質問 

Q1. 就労訓練事業者に対する支援は？ 

A Q & 

Q3. 非雇用型の利用者について気をつけなければならないこと 
は？ 

非雇用型の利用者は、あくまで訓練として就労を行うことから、雇用契約を締結した上で働く一般の従業員とは異なり、

所定の作業日や作業時間に作業に従事するかどうかは利用者の自由に委ねるなどの取扱いが必要です。 

また、非雇用型の利用者に関しては、労働基準関係法令の適用はありませんが、一般の従業員に関する取扱いも踏ま

え、作業の際の安全の確保に十分に配慮する、万が一、災害が起こった場合に備えて保険に加入しておくなどの対応が必

要です。 

さらに、非雇用型の就労のインセンティブを高めるという観点から、工賃を支払うことをご検討いただきたいと考えていま

す。 

なお、以上についての詳細は、「ガイドライン」が作成されていますので、ご確認ください。 

 

A3 

Q4. 事業の実施に当たって事業所内でどのような支援体制を 

整備しなければなりませんか？ 

就労訓練事業を行う際は、支援の担当者（就労支援担当者）を１名以上配置していただく必要があります。この就労支

援担当者は、必ずしも専任である必要はなく、他の業務も兼務することが可能です。 

就労支援担当者は、支援に関する計画の作成や利用者が就労する上での助言指導、他の従業員に対する普及啓

発、自立相談支援機関との調整などを行います。 

A4 

Q2. 利用者の受け入れ期間に制限はありますか？ 

A1 

利用者の受け入れ期間については、特段制限はありません。利用者が、その意欲や能力等に応じて常に適切な待

遇を受けながら、非雇用型、雇用型、一般就労とステップアップしていけるよう、自立相談支援機関と連携しつつ、支援

を行います。 

A2 

●就労訓練事業や生活困窮者自立支援制度についてのお問い合わせは、下記までご連絡ください。 

お問い合わせ先 大阪市福祉局生活福祉部自立支援課 

        〒530-8201  大阪市北区中之島１－３－２０ 

        電話：０６－６２０８－７９５９ ﾌｧｯｸｽ：０６－６２０２－６９６１ 

        ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：fa0116@city.osaka.lg.jp 


